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一宮木曽川物流センター

2024年４月１日からドライバーの労働時間に上
限（時間外労働が年間960時間に制限）が課される
こととなったいわゆる「物流の2024年問題」。長距
離輸送でモノを運びづらくなる、物流・運送業者の
売上が減少しドライバーの収入減少が懸念されるな
ど、さまざまな問題点が取り沙汰されている。
　しかし、すべての物流業者が悩んでいるわけでは
ない。今回紹介する若松梱包運輸倉庫株式会社は、
今回の法改正ではそれほど大きな影響を受けずに事
業展開しているようである。
■食品関連の物流を担い営業基盤を確立
　同社は昭和２年に創業、34年に法人改組し、そ
の後、一般区域貨物自動車運送業、倉庫業、冷凍・
冷蔵倉庫事業に進出して業容を拡大した。その過程
で食品関係の配送に注力し、早くから大手食品メー
カーとの確固たる取引を築いたことが今につながっ
ている、といっても過言ではない。
　時代の流れとして、昭和50年代あたりから大手
食品メーカーが地方の自社物流拠点を閉鎖・統合す
る動きがみられた。メーカー側の経営方針は「選択
と集中」、すなわち、「拠点の分散化」からコスト削
減を主眼とした「集約」への転換である。しかし、
食品には、常に一定量のニーズが各地にあるため、
どうしても物流拠点が必要となる。メーカーの都合
によるスーパーや小売店での「欠品」発生は、何と
しても避けたい。そこで、冷凍・冷蔵倉庫を有する
同社に白羽の矢が立ち、食品メーカーに「代わって」
北陸地域における食品物流拠点の一翼を担うことに
なった。

　いまでは、自社共配センターで「冷凍」「冷蔵」「常
温」「定温」の４温度帯の物流を展開し、食品関連
では関東圏・関西圏・中京圏のメーカー300社超と
取引がある。また、北陸３県内では卸売業者向け
を中心に日々400先余りに配送しており、北陸にお
ける物流のリーディング企業としての地位を築い
ている。
　2019年３月、大和ハウス工業株式会社のグルー
プに入り、“衣・食・住”のうちの「“食”に関する
物流」の担い手として企業価値向上を目指している。
■幹線輸送と地域配送で特定顧客向けに対応
　同社は、日用品や医薬品などの物流も担ってい
るが、主要部門は飲食料品である。主要配送は図
１のとおり。

Ａ⇒Ｂ：都市圏の飲食料品工場から同社共配センターへ
Ｂ：同社共配センターで仕分けなど
Ｂ⇒Ｃ：北陸３県の卸売業者（物流センター）へ配送
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図１ 同社の主要配送

食品メーカーに「在庫化」を提案し、北陸の物流と食を支える
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　同社の特徴は、主力事業を特定業界・顧客に絞り
込んでいる点であり、関東圏・関西圏・中京圏の飲
食料品メーカーの商品を北陸の卸売業者に運ぶ、と
いうのが基本的なパターンである。
　また、以下のような事業をほとんど手掛けていな
い、という点も特徴のひとつである。

・地元での企業間物流
・通販や宅配など、不特定多数の顧客向け配送
・スーパー、小売店、一般消費者向けの配送
・ 不特定多数の顧客向けに日本全国・北から南まで
配送
・ 「３日運行（月曜発→水曜着 など）」といったよう
な長距離輸送

■あくまでも「商品を取りに行く」ことが主目的
　基本的に「地方都市（北陸）から都市部へ商品を
取りに行く」というのが同社のスタイルであり、「帰
り便が主役」である。
　荷主からは採算のとれる運送料をもらっており、
行きの「カラ便」を回避するために都市部向けの荷
物を準備して主目的の場所以外に２～３カ所立ち寄
る、といった“営業”には積極的に取り組んでおらず、
あくまでも「商品を取りに行く」ことが主目的である。
　同社は、関東圏・関西圏・中京圏の飲食料工場と
の取引が中心で、おおよそ日帰り可能圏内で運送し
ている（図２）。運送経路やスケジュールによって
は１泊ということもあるものの、原則として「飲食
料品工場からの輸送」と「地元卸業者向けの地域配
送」という遠距離・近距離の組み合わせによって、
ドライバーの疲労蓄積がないように勤務内容の平準
化が図られている。

■事業を支える共配センター
　同社では昭和54年ごろからいち早く「共同配送」
を採り入れた。共同配送とは、複数の荷主の商品を
積み合わせて、同じ納品先（同社の場合は卸売業者）
へ配送する輸送方法である。いまでは働き方改革の
流れを受けて業界挙げて取り組んでいるが、同社は

これを昭和50年代と
いう極めて早くから取
り組み、実践してきた。
　一般的に荷主は「混
載」を認めないが、同
社では飲食料品という
特定分野に注力してい
るという点を生かし、冷蔵冷凍専用トラック・倉庫
を活用して同種の食料品の「混載・共同配送」を実
現した。
　この取り組みを支えるのが共同配送センター（共
配センター）であり、「北陸、関東・中京・関西」
をカバーする21カ所に共配センター・営業所を構
える。現在、本社横に大規模な冷凍保管用倉庫を備
えた新棟を建設中であり、来年６月に完成、７月か
らの稼働を目指している。
■業界の課題と自社の状況
　「物流の2024年問題」として指摘されている主な
項目は次のとおりである。

・長時間労働ができない／させられない
・ドライバー不足
・業界の構造的な問題（多重下請構造）（後述）
　こういった諸問題について、同社の実情・対応を
尋ねてみた。
Ａ．労働時間・人手不足
　法改正により、一般的には従来どおりの輸送量を
維持するには運転手不足となってしまうが、同社で
は以前から輸送効率を高める努力を重ねてきた結果、
それほど大きな問題にはならなかったようである。
　人手が足りないという課題は従来からあるもの
の、「ドライバーがいないため、トラックを余らせ
ている」という状況には無く、また、ドライバーと
しての求職者からも随時応募があるという。その背
景としては、前述した「不規則・不特定な勤務が少
なく、定例的な輸配送が中心である」という点があ
るのではないか、と感じた。また、たとえ長距離で
あっても、日帰り可能な距離の運行が多いことから、
肉体的負担もそれほど大きくないという面も考えら
れる。
　確かに2024年問題による労働時間の規制は大き
な問題であるが、同社ではこれまでの勤務状況で、
年間960時間を上回るようなドライバーはいないと
のことである。
　一方、人手不足によって同業他社が従来どおりの
配送ができなくなり、荷主である飲食料品メーカー
から「今後、代わりに配送してくれないか？」といっ

自動倉庫（保管棚）

図２ 北陸の共同配送

中京圏
一宮木曽川物流センター

関東圏
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関西共配物流基地

共配物流基地
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た打診があるという。同社にとっては「新規先」と
いうことになり、営業推進面、業容拡大を図るとい
う点でプラスの話となっている。
Ｂ．自社の課題
　昨年、美川第二共配センターの敷地内に自動倉庫
が完成し、収容能力・保管効率が格段に向上した。
飲食料品メーカーから搬入された商品は、バーコー
ド読み込み後に倉庫内の所定の保管棚に自動格納さ
れる。搬出時も所定の場所まで自動的に運ばれてく
るため、ドライバーの荷待ち時間短縮にもつながっ
ている。
　今後の課題は、搬出後の作業を「さらに機械化・
無人化する」ことである。現状、搬出に際しては
人の手による作業がまだまだ多い。たとえば、自
動倉庫内で荷物が所定の場所まで運搬されたのち、
フォークリフトを使ってトラックまで搬出・積み込
みするという作業は人手に頼っている。この「トラッ
クに積み込むまでの作業についてどう自動化を進め
るか」という点につ
いて、ロボットの活
用など、社長の頭の
中ではいろいろな構
想が浮かんでいるよ
うである。
■食品メーカーに「在庫化／在庫積み増し」を提案
　図３では、同社共配センターが“ハブ機能”を発揮
することによってメーカーの工場からの輸送回数を
減らすことが可能となり、ドライバー・トラック不
足の解消、メーカー側の輸送コスト負担減など、双
方にメリットがあることを示している。

　これまではそれぞれの卸売業者からメーカーあて
に商品の発注があり、その時点で荷物量が確定する

ため、どうしても積載率に変動が生じてしまう。仮
に50％以下といった低積載率であってもトラック
を手配する必要があった。しかし、同社が共配セン
ターで商品を「在庫化」することで、次のようなメ
リットが生じる。

・メーカーから共配センターへは「満載」で輸送可能
・ 積載率の最大化により輸送回数の削減とドライ
バー不足の解消につながる
・メーカーは自社主導で「荷物量」を決定
・卸売業者はこれまでどおり必要量のみを発注
・ 同社は大型保管倉庫を必要とするが、商品を預か
るだけであり、在庫リスクを抱えるものではない

　食品メーカーに対するこうした「在庫化／在庫積
み増し」の提案は、同社の配送先がスーパーや小売
店ではなく卸売業者が中心である、という点が非常
に有利に働く。すなわち、メーカーが異なっても食
品関連、医薬品関連など同種類の物を大量に卸売業
者に運ぶ、ということがメリットにつながる。
　また、川上であるメーカーの数が増えても、（同
社共配センターを介した）配送先である卸売業者
は同一であるため、「運べば運ぶだけ利益につなが
る」。こういった観点から、川上の取引先数、物量
を増やすことを戦略として考えており、方法として
は次の２つ（併用もあり）がある。

１ 都市圏の同社共配センターに集約してから運ぶ
２  都市圏の食品工場を複数立ち寄ることで「満載」
の状態で北陸に配送する

　図４は上記「２」を例示したものであるが、取引
先を増やすことによって積載効率が上がる。
　既述のとおり、かつては同業他社の商品を「混載」
するということはあり得なかったようであるが、最
近はあまりこだわらないとする企業も多いらしい。
都市圏近郊はともかく、地方へ配送するにあたって
は、メーカー側としても物量の確保が難しいため、
他社との混載にも理解があるという。また、コスト
面からも単独便では割高になるのは必然であり、こ
うした共配によるメリットをアピールし、取引先

フォークリフトによる搬出

図３ 「在庫化」によってウインウインの関係へ

図４ 都市圏の食品工場を複数立ち寄ることで
「満載にして」同社共配センターへ

     週２回の配送⇨週１回に集約 同社共配センターが「ハブ機能」を発揮
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バラバラの積載率2台で搬送卸売業者が
別々に発注

同社共配センター

卸売業者A（物流センター）

卸売業者B（物流センター）

満載1台で同社共配センターへ
⇨長距離配送回数の削減

Aメーカーの工場

カラ 満載 同社共配センター2／3積載

Bメーカーの工場
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数・物量ともに増やしていく戦略である。さらに、
物流倉庫の増設によって北陸地域としての「在庫」
を増やし、地域ニーズに応えていく。
■BCP対策 ～拠点の分散と建物の耐震～
　既述のとおり、飲食料品メーカーは拠点の集約化
を図っており、物流・倉庫業を営む同社にとっては、
北陸の地における飲食料品メーカーの３PL※を担っ
ているともいえる。
　一方で、自社製品ではない（自社に“所有権”が
ない）商品を保管・管理するうえで、災害への対策
についてどう考えるか、という問題がある。
　元日の能登半島地震では、自動倉庫には構造上の
損傷はなかったものの、格納された商品が「荷崩れ」
を起こし、倉庫内の垂直搬送を妨げ、これによって
作業の中断が発生した。こうした荷崩れに対応する
には、最終的には耐震ではなく免震対応とせざるを
得ない。では、耐震・免震、自家発電をはじめとす
る電源確保など、災害対応にどの程度資金を投入す
べきか？という悩ましい話になる。
　昨今、北陸では豪雪によって高速自動車道、国道
８号など、幹線道路での渋滞の長期化が相次いでい
る。「人々の命にもかかわる食品」の物流を担う同
社としては、物流拠点の分散とともにその整備・拡
充がもはや社会的使命ともいえる。
　実際、元日の能登半島地震発生後は、各地からの
支援物資を保管する倉庫の提供、支援物資を運ぶト
ラックの手配、他業種への倉庫貸与などをおこなっ
た。こうしたことも含め、同社社員は食の物流にか
かわる者として、「自分たちが人々の食生活を支え
ている」という自負をもっている、とのことである。
■大和ハウスグループとしてのシナジー効果
　大和ハウスグループの拠点の相互活用も実践中で
ある。グルーブ入りしたことにより、大和物流株式会
社との相互協力が実現している。若松梱包が白山市
鹿島町に有する倉庫は、大和物流が建材関連の倉庫
として活用しており、同市松本町にある大和物流の
倉庫は若松梱包が活用している。顧客の紹介も含め
て、グループとしてのシナジー効果をさらに発揮し
ていく考えである。
　物流業界に限らず、さまざまな業界においてサプ
ライチェーンの確認・確保、BCP対策は共通の課題
といえる。メーカー側では各地で在庫を置いたほう
が良い、つまり「欠品リスク＞在庫負担」という経
営判断もあり得るだろう。

　同社では、大和ハウスグループとなってから共配
センターの新設・開設が相次いでいる。用地確保や
建設は大和ハウスグループの得意分野であり、今後
ともグループの力を結集してできる限りの対応をし
ていく考えである。
　業界では、まだまだ課題は多いものの、ジャスト
インタイムからの転換に向けた模索も続いている
ようで、少しずつではあるがDay１（翌日配送）か
らDay２（翌々日配送）へのシフトもみられる。こ
うした流れによって各地で在庫を持つ必要性が高ま
り、結果として倉庫需要が高まることから、物流セ
ンター増設の流れは今後とも続くとみられる。
■ パートナー企業との紐帯強化を図り、労働環境の
改善に取り組む

　昨今、業界の構造的な問題を解決すべく、政府・
業界団体の間で「多重下請構造のあり方」が議論さ
れている。ここでの主なポイントは、

１  下請けの多段階構造の廃止／２次下請けまでに
制限

２  下請けを利用する際に、標準的な運賃のほかに
「利用運送手数料（10％）」を別途設定し、実運
送事業者に適正な運賃を支払う

などである。
　同社は、荷主である飲食料品メーカーから直接依
頼を受けることがほとんどであり、「元請け」とし
て物流を担っている。しかし、GWや年末年始など
の繁忙時期には自社のトラックだけでは到底さばく
ことができない物量となるため「パートナー企業」
に幹線輸送を担ってもらっており、パートナー企業
との紐帯強化とともに適正な取り組みを目指してい
くとのことだ。
　近年、積極的に賃上げを実施している一方、荷主
あての価格転嫁も一定程度認められるようになって
きたという。多くの荷主からは「価格を引き上げた
分、ちゃんとドライバーに還元してあげてください」
と言われているそうだ。運送会社のみならず荷主側
としても、ドライバー不足は大きな問題であり危機
感を持っているようである。
　ドライバーの長時間労働解消を図るため、都市部
と地方との間に「中継拠点」として物流施設を構え
るという動きが全国で高まっており、北陸では白山
IC周辺が最適地として注目を集めているようだ。そ
の地に本社を構える同社は、大手メーカーからみる
と同社自体が中継拠点の役割を果たしている。同社
の在庫化戦略やドライバー不足解消の観点からも、
非常に頼もしい存在に見えるのではないだろうか。

※　 サード・パーティー・ロジスティクス。顧客の物流業務
を一括で業務請負すること。
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